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特集

「
元
気
な
中
野
市
の
実
現
に
向
け
、
市
民
の
期
待
に
応
え
る
」
予
算

平
成
24
年
度
予
算
は
、

「
市
民
の
生
活

対
策
」
を
見
据
え
、
①
安
心
・
安

全
な
ま
ち
づ
く
り
②
子
ど
も
た
ち

の
た
め
の
環
境
整
備
③
地
域
の
活

性
化
④
産
業
・
都
市
基
盤
の
整
備

-

な
ど
市
民
生
活
に
直
結
す
る
事

業
を
推
進
し
ま
す
。

　
ハ
ー
ド
事
業
に
つ
い
て
は
、
必

要
不
可
欠
な
事
業
を
厳
選
し
て
予

算
付
け
し
、
地
域
に
密
着
し
た
ソ

フ
ト
事
業
に
重
点
を
置
き
、
緊
急

性
や
将
来
の
財
政
負
担
な
ど
を
十

分
検
討
・
考
慮
し
、
時
代
の
流
れ

に
即
応
し
た
、
新
た
な
施
策
も
視

野
に
入
れ
、
行
政
が
責
任
を
持
つ

べ
き
事
業
の
精
査
を
行
い
、
真
に

❖歳出・目的別
歳出額　193億4,500万円

会計名 予算額 前年比
一般会計 193億4,500万円 99.3％

特別会計

国民健康保険事業 53億 148万円 104.4％
後期高齢者医療事業 3億9,747万円 107.9％
介護保険事業 36億6,631万円 113.1％
社会就労センター事業 8,123万円 98.5％
倭財産区事業 67万円 29.4％
永田財産区事業 39万円 97.7％
中野財産区事業 231万円 95.0％
情報通信施設事業 4,913万円 86.5％
下水道事業 18億1,799万円 99.3％
農業集落排水事業 6億8,783万円 94.7％
  小  計 120億  481万円 105.4％

企業会計 水道事業 13億8,833万円 98.1％
合  計 327億3,814万円 101.4％

　一般会計は、市が行う事業の大部分を
占め、市民の皆さんから納付していただ
く市税や、国、県からの交付金などが主
な財源となります。
　これに対して特別会計は、特定の事業
を行うための予算で、主に保険料や使用
料などの収入で賄われています。
　また、企業会計は、事業で得る収入に
よって支出を賄う独立採算型の会計で、
水道事業がこれにあたります。
　なお、水道事業の予算総額は、収益的
支出および資本的支出の予算額の合計で
す。

会計別予算額

必
要
な
事
業
へ
の
予
算
配
分
と
し

ま
し
た
。

　
ま
た
、
新
た
な
経
費
を
補
う
た

め
、
引
き
続
き
一
層
の
行
政
の
ス

リ
ム
化
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

事
務
事
業
評
価
な
ど
に
基
づ
く
各

種
事
業
の
見
直
し
や
削
減
、
経
常

経
費
の
抑
制
を
図
る
と
と
も
に
、

収
入
の
確
保
に
全
力
を
挙
げ
、
今

後
の
更
な
る
財
政
逼ひ

っ
ぱ
く迫

を
に
ら
み

な
が
ら
、
規
律
あ
る
財
政
運
営
に

努
め
、
地
方
交
付
税
お
よ
び
各
種

補
助
金
・
交
付
金
な
ど
の
財
源
を

最
大
限
活
用
し
て
、
「
緑
豊
か
な

ふ
る
さ
と
　
文
化
が
香
る
元
気
な

ま
ち
」
の
実
現
に
向
け
た
、
予
算

編
成
と
し
ま
し
た
。

　
本
年
度
一
般
会
計
予
算
は
、
こ

歳入の主な特徴
❖市税収入は、経済・雇用情勢の改善の動きが見られることから前年
度比2億９千万円の増収を見込んでいます。

❖地方交付税は、地方財政計画や実績から前年度比2億円の増額を見
込んでいます。不足する財源を補う財政調整基金繰入金は、前年度
比５億2千万円の減額となります。

❖一般会計市債残高は、前年度より４億2千万円増加しますが、臨時
財政対策債を除くと１億１千万円減少する見込みです。

歳出の主な特徴
❖扶助費は自立支援事業費が増となる一方、子ども手当給付事業費、
生活保護費が減少するため、１億３千万円の減額となりました。
❖公債費は臨時財政対策債や旧合併特例事業債の償還の増大により、
１千万円の増額となりました。
❖普通建設事業費は１億６千万円の減額となりますが、市民生活を優
先したソフト事業に重点を置きながらも、実施計画に計上した事業
を中心に生活に密着した社会資本整備を進めます。

う
し
た
事
項
を
基
本
に
、
事
業
を

精
査
し
た
結
果
、
予
算
規
模
と
し

て
は
、
対
前
年
度
当
初
予
算
比
で

金
額
で
１
億
３
５
０
０
万
円
、
率

に
し
て
０
・
７
㌫
の
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。

項 目 予算額 構成費

議 会 費 1億9,509万     円 1.0％

総 務 費 31億7,927万9千円 16.4％

民 生 費 58億9,902万2千円 30.5％

衛 生 費 20億   313万2千円 10.4％

労 働 費 8,535万     円 0.5％

農林水産業費 8億     57万5千円 4.1％

商 工 費 6億2,456万9千円 3.2％

土 木 費 19億4,835万5千円 10.1％

消 防 費 6億8,434万8千円 3.5％

教 育 費 16億1,531万8千円 8.4％

公 債 費 22億6,996万2千円 11.7％

予 備 費 4,000万     円 0.2％

災 害 復 旧 費 ー 0.0％

合 計 193億4,500万    円 100.0％

地方交付税
60 億円
(31.0％)

市税
54 億 1,066 万 6千円

(28.0％)

市債
24 億 2,600 万円 (12.5％)

国庫支出金
17 億 3,789 万 3千円 (9.0％)

県支出金
8 億 9,328 万１千円 (4.6％)

諸収入 8 億 8,205 万 5千円 (4.6％)
繰入金 5 億 2,764 万 4千円 (2.7％)

地方消費税交付金 4 億 4,000 万円 (2.3％)
分担金・負担金 2 億 9,362 万 8千円 (1.5％)

地方譲与税 2 億 3,400 万円 (1.2％)
使用料・手数料 2 億 1,221 万円 (1.1％)

その他 2 億 8,762 万 3千円 (1.5％)

扶助費
25 億 2,644 万円
(13.1％)

公債費
22 億 6,996 万 2千円 (11.7％)

普通建設事業費
17 億 4,644 万 7千円 (9.0％)

補助費等
20 億 4,079 万 5千円 (10.5％)

繰出金
26 億 6,560 万 4千円 (13.8％)

物件費
31 億 6,938 万 6千円 (16.4％)

積立金 11 億 3,190 万 7千円 (5.9％)

その他 7 億 6,684 万 8千円 (3.9％)

人件費
30 億 2,761 万 1千円

(15.7％)

歳入額　193億4,500万円
❖性質別グラフ
歳出額　193億4,500万円
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